
生活保護

令和６年11月17日

生活困窮者支援



生活保護制度の目的（法第１条）
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○ 最低生活の保障

⇒ 資産、能力等すべてを活用してもなお生活に困窮する者に対し、
困窮の程度に応じた保護を実施

○ 自立の助長

⇒ケースワーカーや就労支援員による就労指導・支援



① 資産、能力等あらゆるものを活用することが保護の要件。

また、扶養義務者による扶養などは、保護に優先される。

・不動産、自動車、預貯金等の資産

・稼働能力の活用

・年金、手当等の社会保障給付

・扶養義務者からの扶養 等

◇保護の開始時に調査

（預貯金、年金、手当等の受給の有無や可否、傷病の状況等を
踏まえた就労の可否、扶養義務者の状況及び扶養能力等）

◇保護適用後にも届出を義務付け
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最低生活の保障



支給される保護費

② 支給される保護費の額

・ 厚生労働大臣が定める基準で計算される最低生活費から収入を差し引いた差額を

保護費として支給

最 低 生 活 費

年金・児童扶養手当等の収入

収入としては、就労による収入、年金

等社会保障の給付、親族による援助等
を認定。

預貯金、保険の払戻し金、不動産等
の資産の売却収入等も認定するため、
これらを消費した後に保護適用となる。
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・土地・家屋は、原則売却
（ただし、現に居住の用に供されているものについては、処分価値が著しく大きいものを除き、保有を容認）

・自動車については、原則売却
（ただし、障害者や公共交通機関の利用が著しく困難な地域に居住する者等が通勤、通院、通所及び通学のため

必要とする場合は、保有を容認）

・預貯金は、原則収入認定
（ただし、保護開始時に保有する金銭のうち、最低生活費の５割は保有を容認）

・年金、児童扶養手当等
本人が手続をすれば受給できる給付等は活用することが必要

稼働能力を活用しているか否かについては、①稼働能力を有するか否か、②その稼働能力を活用する
意思があるか否か、③実際に稼働能力を活用する就労の場を得ることができるか否か、の３つの要素に
より判断。

現実に稼働能力があり、本人の有している資格、生活歴、職歴等から適切と判断され得る職場がある
にもかかわらず、働く意思がない者は要件を欠くと判断するが、稼働能力も働く意思もあり、求職活動
を行っているが現実に働く場がない者については要件を満たしているものと判断。

資産の活用

能力の活用

福祉事務所は、民法に定める扶養義務者（三親等以内の直系血族、兄弟姉妹等）について扶養の
可能性を調査。特に、親子関係にある者に対しては、実地調査も行うなど重点的に実施。扶養義務
者からの仕送り等があればこれを収入認定する。

扶養の優先
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生活保護の要件等（法第４条）



【対応者】 ・査察指導員
・ケースワーカー

◆ 相談に至った経緯について確認
・現在の生活状況
・収入の有無
・病状
・就労状況
・資産、負債の有無
・家族、親戚関係

◆ 利用可能な他法他施策（求職者
支援制度や住宅支援給付、生活福
祉資金等）、ハローワーク窓口などに
ついて、紹介や利用の助言を行う

保
護
の
申
請

申
請
却
下

保護否

【担当者】 ・査察指導員 ・ケースワーカー

保
護
開
始

相談
審 査 《法第２４条,２８条,２９条》

（期間は原則２週間）

保護要

《法第７条》
《法第２４条》

（
原
則
書
面
）

◆ 訪問調査
・居宅など生活状況の把握 等

◆ 資産調査
・不動産、自動車、預貯金、生命保険の有無等
⇒ 不動産など売却に時間を要する場合には、

生活保護を適用後、売却したのち返還 《法６３条》

◆ 収入状況調査
・就労している場合は、給与明細等により確認
⇒ 虚偽の申告などにより不正受給をした場合には、

支給した保護費を徴収する 《法７８条》

◆ 稼働能力の調査
・健康上の問題がある場合、受診状況の確認や

検診命令により稼働能力を確認

◆ 他法関係の資格調査
・年金受給権の有無、受給額等を確認
・児童扶養手当等の受給の可否を確認

◆ 扶養義務者への照会
・配偶者や三親等内の親族等の扶養義務者に
経済的・精神的支援等の可否を確認

⇒ 親族からの仕送り等が開始されれば、その金額分
保護費と調整（減額）［収入認定］

⇒ 明らかに扶養が可能であるにもかかわらず、扶養
していないケースについては、福祉事務所長が家庭
裁判所へ調停等の申立《法７７条》

⇒ ＤＶの相手方などには照会しない 5

生活保護の手続の流れ（自治体の福祉事務所）



最低生活費を計算する尺度となる保護基準は、厚生労働大臣が、要保護者の年齢、
世帯構成、所在地等の事情を考慮して扶助別に（８種類）に定める。

最低生活費

生活扶助

住宅扶助

教育扶助

介護扶助

医療扶助

出産扶助

生業扶助

葬祭扶助

勤労控除 6

生活保護基準（最低生活費）（法第８条）



支 給 内 容扶助生活を営む上で生じる費用

基準額は、

①食費等の個人的費用（年齢別に算定）

②光熱水費等の世帯共通的費用（世帯人員別に算
定） を合算して算出。

特定の世帯には加算。（障害者加算等）

生活扶助
日常生活に必要な費用

（食費・被服費・光熱水費等）

定められた範囲内で実費を支給住宅扶助アパート等の家賃

定められた基準額を支給

教材代、学校給食費、交通費、学習支援費（クラブ
活動費）は実費を支給

教育扶助
義務教育を受けるために必要な学用品
費

直接医療機関へ支払（本人負担なし）医療扶助医療サービスの費用

直接介護事業者へ支払（本人負担なし）介護扶助介護サービスの費用

定められた範囲内で実費を支給出産扶助出産費用

〃生業扶助
就労に必要な技能修得等にかかる費用

（高等学校等に就学するための費用を含む。）

〃葬祭扶助葬祭費用

※勤労控除 ： 就労収入のうち一定額を控除する仕組み。就労収入額に比例して控除額が増加。7



介 護 保 険 料 加 算

最

低

生

活

費

生活扶助

住宅扶助

教育扶助

医療扶助

介護扶助

出産扶助

生業扶助

葬祭扶助

勤労控除

第１類費（個人的経費：食費・被服費等）

第２類費（世帯共通経費：光熱費・家具什器等）

入 院 患 者 日 用 品 費

児 童 養 育 加 算

放 射 線 障 害 者 加 算

在 宅 患 者 加 算

介 護 施 設 入 所 者 加 算

障 害 者 加 算

妊 産 婦 加 算

家 賃 ・ 地 代

一 時 扶 助

期 末 一 時 扶 助

各 種 加 算

介護施設入所者基本生活費

家 屋 補 修 費

地 区 別 冬 季 加 算＋

一 般 基 準 教 材 代学 校 給 食 費 通 学 交 通 費

生業費・技能修得費（高等学校等就学費）・就職支度費

＋ ＋＋

＋ 学 習 支 援 費

母 子 加 算
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◎ 生活扶助額の例 （令和５年１０月施行）

（注）上記以外に、その世帯の状況や必要な事情に応じて、各種加算、「住宅扶助費（家賃）」、

「教育扶助費（教育費）」が現金給付されるとともに、

「医療扶助費（医療費）」や「介護扶助費（介護費）」が現物給付される。
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東京都区部等 地方郡部等
３人世帯（３３歳、２９歳、４歳） １６４，８６０円 １４５，８７０円

高齢者単身世帯（６８歳） ７７，９８０円 ６８，４５０円

高齢者夫婦世帯（６８歳、６５歳） １２２，４６０円 １０８，７２０円

母子世帯（３０歳、４歳、２歳） １９６，２２０円 １７４，８００円

※ 児童養育加算、母子加算、 冬季加算（Ⅵ区の5/12）を含む。



要否判定後に被保護者に対して支給されるもの
（一時扶助、その他）

○転居の際の敷金・・・転居を余儀なくされたような場合など

○家屋補修費

○入浴設備の付設・・・重度の心身障害者、歩行困難な高齢者などで近隣に
公衆浴場がないとき

○通学用自転車・・・通学のために自転車を使用しなければならない場合の
購入費 10

○被服費・・・布団、被服を持っていない場合、

常時失禁状態にある方の紙おむつ代など

○入学準備金・・・小中学校に入学する際の入学準備を必要とする場合

○家具什器・・・長期入院後退院する単身者などの場合

○配電設備、水道等設備に要する費用

○就労活動促進費・・・早期に就労による保護脱却が可能な人で積極的に
就労活動に取り組んでいる場合 （月額5,000円）



○ 生活保護受給者は、国民健康保険の被保険者から除外されているため、ほとんどの生活保護
受給者の医療費はその全額を医療扶助で負担。

○ ただし、①障害者総合支援法等の公費負担医療が適用される者や、②被用者保険の被保険者
又は被扶養者については、各制度において給付されない部分が医療扶助の給付対象。

○ 医療扶助による医療の給付は、生活保護法の指定を受けた医療機関等に委託して実施。

○ 指定医療機関の診療方針及び診療報酬は、別に定める場合を除き、国民健康保険の例による。

○ 医療扶助は、① 診察、② 薬剤又は治療材料、③ 医学的処置、手術及びその他の治療並びに
施術、④ 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護、⑤ 病院又は診療
所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護、⑥ 移送の範囲内で実施。

○ 医療扶助は、原則として、現物給付。

医療扶助の対象

医療扶助の範囲・方法

指定医療機関、診療方針、診療報酬

生活保護の医療扶助について

生活保護制度では、困窮のため最低限度の生活を維持することのできない者に対して、

医療扶助として医療を提供。
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⑰レセプト点検

診療報酬
支払基金

都道府県等
本庁

医療機関
福祉事務所

被保護者

①申請

②要否意見書用紙交付

⑥要否意見書提出

⑦医療券交付

⑱過誤調整依頼

⑭審査済レセプト送付

③要否意見を求める

⑤要否意見書

⑧医療券提出

⑨受診

⑪
診
療
報
酬
請
求

⑬
診
療
報
酬
支
払

⑯
審
査
支
払
済

レ
セ
プ
ト
送
付⑮レセプト点検・

診療報酬知事決定

⑫レセプト審査

④検診の実施

⑩レセプト作成等

電子レセプト化（Ｈ２３～）

医療券⽅式

医療扶助の事務手続きの流れ
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オンライン資格確認
の導入（令和５年度～）

• 令和6年３⽉︓本格運⽤開始。
本⼈において、マイナポータル
での資格情報等の確認が可能。

• 令和６年５⽉︓中間サーバにお
ける新チェック機能が運⽤開始。
新規登録、更新について随時J-
LIS照会。



介護扶助の支給範囲について

保険給付
（9割分）

介護扶助
（1割分）

介護扶助
（10割分）

保険給付
（9割分）

介護扶助
（1割分）

介護扶助
（1.0万円）

補足給付
（3.2万円）

介護扶助
（10割分）

被保険者の場合

被保険者以外の者の場合

※ 日常生活に必要な費用及び保険料が必要な者については生活扶助により給付

（居宅サービスの場合） （施設サービスの場合）

（居宅サービスの場合） （施設サービスの場合）

支給限度額

支給限度額

支給限度額

※ 障害者自立支援法に基づく介護給付費等、他に活用可能な他法他施策がある場合には、その他法他施策を優先
して活用し、不足分について介護扶助を適用

※ 日常生活に必要な費用等については被保険者の場合と同様

食費

支給限度額 食費

13



■生活保護制度の目的（この講義の最初の話）

・最低生活の保障（保護費の支給）

・自立の助長

■「自立の助長」の内容
・概念・・・経済的自立、日常生活自立、社会生活自立
・具体的な支援

就労支援
※「就労自立給付金」保護廃止時に支給。(上限：単身10万円、多人数世帯15万円)

住まい支援（探す、定着支援）
家計改善支援
健康管理支援、入院から在宅復帰支援
居場所づくり支援、ひきこもりを防ぐ
子どもの学習支援 など
※「進学・就職準備給付金」

大学進学時及び高等学校等を卒業後に就職して自立する際の新生活立上げ費用

(自宅10万円、自宅外30万円）
14

自立の助長



生活保護法に基づく保護を行うことを目的とした施設

■救護施設･･･身体上又は精神上著しい障害があるために日常生活を営むことが困難な
要保護者を入所させて生活扶助を行う。

■更生施設･･･身体上又は精神上の理由により養護及び生活指導を必要とする要保護者
を入所させて生活扶助を行う。

■医療保護施設、授産施設、宿所提供施設等

保護施設

無料低額宿泊所

○ 社会福祉法に基づく、第二種社会福祉事業として、生計困難者のために、無料又は低
額な料金で簡易住宅を貸付け又は宿泊所その他の施設を利用させるもの。多くが食事の
提供、見守り等のサービスを提供。令和2年4月から規制強化。
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生活保護関係の施設について

○ 無料低額宿泊所のうち、単独での居住が困難な生活保護受給者に対する
「日常生活支援」（家事等の支援、服薬等の健康管理支援、 金銭管理支援 、生活課題

に関する相談支援等）を実施し、一定の基準を満たすと認定された施設。

日常生活支援住居施設



○ 生活保護の動向（令和６年６月時点）

・ 生活保護受給者数は約201万人（世帯数：約165万世帯、
保護率：1.62％）となっており、平成27年3月をピークに減少傾向

・ 受給者数は、対前年同月伸び率 -0.5％

・ 障害者・傷病者世帯、その他の世帯等は増加傾向

・ 申請件数は、20,100件（対前年同月伸び率 -7.3％）

○ 生活保護受給世帯の過半数（約55％）は高齢者世帯。
また、高齢者世帯の約９割以上は単身世帯。

生活保護の現状
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被保護人員、保護率、被保護世帯数の年次推移

○直近の生活保護受給者数は約２０１万人。２０１５（平成２７）年３月をピークに減少に転じ、以降減少が続いている。
○直近の生活保護受給世帯数は約１６５万世帯。コロナ禍前の２０１９年度の同月と比較すると約１．６万世帯増加している。



母子
世帯

高齢者
世帯

障害者・傷病
者
世帯

その他
の世帯

■ 世帯類型別の生活保護受給世帯数の推移

（単位：万世帯）

母子
世帯

高齢者
世帯

障害者・傷病
者
世帯

その他
の世帯

■ 世帯類型別の構成割合の推移

●高齢者世帯 ：男女とも65歳以上（平成17年３月以前は、男65歳以上、女60歳以上）の者のみで構成されている世帯か、これらに18歳未満の者が加わった世帯
●母子世帯 ：死別･離別･生死不明及び未婚等により現に配偶者がいない65歳未満（平成17年３月以前は、18歳以上60歳未満）の女子と18歳未満のその子（養子

を含む。）のみで構成されている世帯
●障害者世帯 ：世帯主が障害者加算を受けているか、障害･知的障害等の心身上の障害のため働けない者である世帯
●傷病者世帯 ：世帯主が入院（介護老人保健施設入所を含む。）しているか、在宅患者加算を受けている世帯、若しくは世帯主が傷病のため働けない者である世帯
●その他の世帯：上記以外の世帯

世帯類型の定義

世界金融危機

世帯類型別の保護世帯数と構成割合の推移

※ 高齢者世帯の92.9%が単身世帯（2024年６月）。
注：世帯数は各年度の１か月平均であり、保護停止中の世帯は含まない。
資料：被保護者調査 月次調査（厚生労働省）（2011年度以前は福祉行政報告例）（2024年６月分は速報値）

○「高齢者世帯」の世帯数は、社会全体の高齢化に伴い増加傾向にあるが、近年は、増加幅が縮小し、ほぼ横ばいとなっている。
○「母子世帯」の世帯数は、近年、減少傾向にある。
○「その他の世帯」は、世界金融危機後、世帯数・全世帯数に占める割合が大きく増加した。その後減少したが、

コロナ禍以降、増加傾向にある。

29.5万世帯
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都道府県別保護率（令和６（2024）年６月時点）

全国保護率：1.62％（1.70％）

2.5％以上
2.0以上2.5％未満
1.5以上2.0％未満
1.0以上1.5％未満
1.0％未満

資料︓被保護者調査 ⽉次調査(厚⽣労働省)をもとに作成
※ 令和６（2024）年６⽉分は速報値

※ 括弧内は10年前（平成26（2014）年度）の保護率

（参考） ※ 指定都市・中核市分は各都道府県に含まれている

1 大 阪 府 3.02% ( 2.97% ) 26 鳥 取 県 1.19% ( 2.90% )

2 北 海 道 2.92% ( 3.16% ) 27 香 川 県 1.08% ( 1.16% )

3 沖 縄 県 2.71% ( 2.45% ) 28 岩 手 県 1.06% ( 1.11% )

4 高 知 県 2.53% ( 2.83% ) 29 栃 木 県 1.05% ( 1.08% )

5 福 岡 県 2.31% ( 2.59% ) 30 愛 知 県 1.04% ( 1.07% )

6 青 森 県 2.28% ( 2.30% ) 31 茨 城 県 1.03% ( 0.90% )

7 京 都 府 2.06% ( 2.38% ) 32 山 口 県 1.03% ( 1.19% )

8 長 崎 県 1.98% ( 2.23% ) 33 福 島 県 0.98% ( 0.87% )

9 東 京 都 1.94% ( 2.20% ) 34 新 潟 県 0.98% ( 0.91% )

10 鹿 児 島県 1.83% ( 1.95% ) 35 静 岡 県 0.92% ( 0.82% )

11 兵 庫 県 1.82% ( 2.01% ) 36 佐 賀 県 0.91% ( 0.96% )

12 徳 島 県 1.76% ( 1.91% ) 37 三 重 県 0.90% ( 0.96% )

13 神 奈 川県 1.66% ( 1.73% ) 38 山 梨 県 0.87% ( 0.80% )

14 大 分 県 1.66% ( 1.75% ) 39 島 根 県 0.82% ( 2.06% )

15 和 歌 山県 1.62% ( 2.39% ) 40 群 馬 県 0.82% ( 0.74% )

16 宮 崎 県 1.60% ( 1.62% ) 41 滋 賀 県 0.81% ( 0.82% )

17 愛 媛 県 1.51% ( 1.60% ) 42 山 形 県 0.75% ( 0.66% )

18 千 葉 県 1.44% ( 1.31% ) 43 石 川 県 0.64% ( 0.66% )

19 広 島 県 1.42% ( 1.69% ) 44 岐 阜 県 0.61% ( 0.59% )

20 秋 田 県 1.39% ( 1.48% ) 45 福 井 県 0.57% ( 0.52% )

21 熊 本 県 1.39% ( 1.49% ) 46 長 野 県 0.54% ( 0.55% )

22 奈 良 県 1.38% ( 2.26% ) 47 富 山 県 0.42% ( 0.33% )

23 宮 城 県 1.37% ( 1.19% )

24 埼 玉 県 1.34% ( 1.33% )

25 岡 山 県 1.27% ( 1.36% )

1 大 阪 市 4.66% ( 5.55% ) 1 函 館 市 4.48% ( 4.81% )

2 札 幌 市 3.62% ( 3.84% ) 2 那 覇 市 4.33% ( 3.69% )

3 堺 市 2.99% ( 3.11% ) 3 尼 崎 市 3.67% ( 4.08% )

4 神 戸 市 2.79% ( 3.17% ) 4 旭 川 市 3.54% ( 3.97% )

5 京 都 市 2.74% ( 3.19% ) 5 東 大 阪市 3.33% ( 4.15% )

16 仙 台 市 1.74% ( 1.65% ) 58 豊 橋 市 0.74% ( 0.64% )

17 新 潟 市 1.53% ( 1.47% ) 59 松 本 市 0.74% -

18 さいたま市 1.42% ( 1.59% ) 60 岡 崎 市 0.69% ( 0.56% )

19 静 岡 市 1.41% ( 1.25% ) 61 富 山 市 0.67% ( 0.42% )

20 浜 松 市 0.93% ( 0.95% ) 62 豊 田 市 0.55% ( 0.56% )

指 定 都 市 上 位 ５ 市 中 核 市 上 位 ５ 市

指 定 都 市 下 位 ５ 市 中 核 市 下 位 ５ 市



⽣活保護費負担⾦（事業費ベース）実績額の推移

○ 生活保護費負担金（事業費ベース）は約3.7兆円（令和６年度当初予算）。

○ 実績額の約半分は医療扶助。

資料：生活保護費負担金事業実績報告
※１ 施設事務費を除く
※２ 令和４年度までは実績額、令和５年度は補正後予算、令和６年度は当初予算
※３ 国と地方における負担割合については、国3/4、地方1/4
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生活保護制度における成年後見制度関係の取扱い
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■「問40 局長通知第8 の2 の(3)（←収入として認定しないものの取扱い）及び(4)にいう自立更生のための用途に供される
額の認定は、どのような基準によるべきか。
答 被保護世帯の自立更生のための用途に供されるものとしては、次に掲げる経費にあてられる額を認めるものとす

ること。これによりがたい特別の事情がある場合は、厚生労働大臣に情報提供すること。なお、この場合、恵与され
た金銭又は補償金等があてられる経費については、保護費支給又は就労に伴う必要経費控除の必要がないもの
であること。 (1)(2) （略）

(3) 成年後見人、保佐人、補助人の申立てや報酬のために必要な経費。ただし、この取扱いに当たっては、自立更
生計画の策定を要しないこととする。

■ 成年後見人による代理申請について

成年被後見人である要保護者については、「事理を弁識する能力を欠く常況にある」ことから、保護申請に係る判断
能力がないこと、成年後見人に代理権が付与されている「財産に関するすべての法律行為」には保護申請も含まれ
ると解することができること等から、令和３年９月１日付けにて「生活保護問答集について」（平成21 年３月31 日厚生
労働省社会・援護局保護課長事務連絡）の問９‐２を改正し、令和３年10 月１日より、成年後見人による保護申請に
ついては、法第７条に基づく有効なものとして取り扱うこととしたところであるため、改めてご了知願いたい。

■「認知症等により判断能力が不十分な方に法第63 条の適用を前提に保護を開始する場合の取扱いについて」
医療費の支払い困難等を理由として保護申請があり、法第63 条の適用を前提として保護を開始する場合、本人に法

第63 条の取扱いについて十分に説明し理解を得ておくことが適当である。ただし、認知症等により判断能力が不十

分であるため、本人に理解を得ることが困難な場合は、対応に苦慮することが想定される。こうした場合には、下記の

点に留意することとし、事務連絡を発出しているので、ご承知おき願いたい。（略）

・認知症等により判断能力が不十分で成年後見の申し立てが必要であるが、申し立てを行う扶養義務者等もいない

場合は、保護の実施機関において中核機関 （「成年後見制度利用促進基本計画」（平成29 年３月24 日閣議決定）に

おける、権利擁護支援の「地域連携ネットワークの中核となる機関」をいい、地域における連携・対応強化の推進役と

しての役割を担い、専門職による専門的助言等の支援の確保や、協議会等の事務局等、権利擁護支援の地域連携

ネットワークのコーディネートを行うもの。）等と連携し、必要に応じて老人福祉法第32 条の規定による市区町村長に

よる申立てを行うよう促す等、必要な支援を図ること。
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生活困窮者自立支援法の主な対象者

既に
顕在化

見え
にくい

福祉事務所
来訪者のうち
生活保護に
至らない者

約30万人（H29・厚
生労働省推計）

ひきこもり状態に
ある人

・15～39歳までの者 約18万人
（H28・内閣府推計による「狭義

のひきこもり」）
・40～64歳までの者 約37万人
（H31・内閣府推計による「狭義

のひきこもり」）

スクール・ソーシャル・ワーカーが支援している子ども
約10万人（H29）

離職期間

１年以上の
長期失業者
約53万人（H30・労

働力調査）

○ 生活困窮者は、既に顕在化している場合と、課題を抱えてはいるが見えにくい場合とがあり、法の施行に
当たっては、この２つの視点で捉えていくことが重要。

○ 「我が事・丸ごと」の地域づくりにより、課題を抱える世帯が地域で浮かび上がってくると、行政で対応すべ
き人は確実に増加すると見込まれる。

＜主な対象者のイメージ＞

ホームレス
約0.5万人（H31・ホームレスの

実態に関する全国調査）

経済・生活問題を
原因とする自殺者
約0.3万人（H30・自殺統計）

税や各種料金の滞納者、多重債務者等
地方税滞納率 0.7%（H29・総務省統計データ）、国保保険料滞納世帯数約267万世
帯（速報値）（H30・ 厚生労働省保険局国民健康保険課調べ ）、無担保無保証借入
3件以上の者 約121万人（H31.6末現在・（株）日本信用情報機構統計データ ）

※それぞれは重複もある
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社会保険
労働保険

【
第
１
の
ネ
ッ
ト
】
【
第
２
の
ネ
ッ
ト
】

【
第
３
の
ネ
ッ
ト
】

生活保護制度

・ 最低生活の保障
・ 自立の助長

制度の概観

○求職者
支援制度
（H23.10～）

生活困窮者
自立支援制度

包括的な相談
支援

自立相談支援事業

：906自治体

（国費３／４）

必須

「住居確保給付金」の支給
（国費３／４）

必須
住居

就労準備支援事業
（国費２／３）

「中間的就労」の推進

ハローワークとの一体的支援

任意

なお一般就労が困難な者就労

一時生活支援事業
（国費２／３）

任意緊急
支援

家計改善支援事業
（国費１／２→R7.4～２／３）

任意家計
再建

子どもの学習・生活支援事業

（国費１／２）

任意
貧困連
鎖防止

関係機関・他制度による支援

生活困窮者自立支援制度 （H27.4～）
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都道府県社会福祉協議会市町村社会福祉協議会民生委員

①申込み※２

②相談支援

①申込み※１

②相談支援

④送付

③送付
（調査書添付）

⑤貸付決定 ⑦送金

⑥借用書提出

※１ 福祉費、教育支援資金は、民生委員に申込み
※２ 総合支援資金、緊急小口資金、不動産担保型生活資金は、市町村社会福祉協議会に申込み

都
道
府
県

国
（補助）

原資
事務費

（補助）

本人（世帯）

原資
事務費

制度概要

貸付手続き等の流れ

都道府県社会福祉協議会実施主体昭和３０年度創設年度

低所得者、障害者又は高齢者に対し、資金の貸付けと必要な援助指導を行うことにより、その経済的自立及び生活意欲の助
長促進並びに在宅福祉及び社会参加の促進を図り、安定した生活を送れるようにすることを目的とする。

目的

（低所得世帯）・・・必要な資金を他から借り受けることが困難な世帯（市町村民税非課税相当）
（障害者世帯）・・・身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者等の属する世帯
（高齢者世帯）・・・65歳以上の高齢者の属する世帯

貸付対象

・総合支援資金（ 生活支援費 、 住宅入居費 、 一時生活再建費 ）
・福祉資金（ 福祉費 、 緊急小口資金 ）
・教育支援資金（ 教育支援費 、 就学支度費）
・不動産担保型生活資金（不動産担保型生活資金、要保護世帯向け不動産担保型生活資金）

資金の種類

注１ 教育支援資金、緊急小口資金は無利子
注２ 不動産担保型生活資金は年3％又は長期プライムレート
（H30.4.2時点 年1.00％）のいずれか低い利率

・連帯保証人を立てた場合 無利子
・連帯保証人を立てない場合 年1.5％

貸付金利子

生活福祉資金貸付制度の概要
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無料低額診療事業（概要）

• 社会福祉法第２条第３項第９号の規定に基づき、⽣計困難者が、経済的な理由によって必要な医療を受
ける機会を制限されることのないよう、無料⼜は低額な料⾦で診療を⾏う事業

• 第⼆種社会福祉事業として位置づけられており、実施する医療機関に対して、法⼈形態によっては、固
定資産税や不動産取得税の⾮課税など、税制上の優遇措置が講じられている。

［参照条⽂］社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）（抄）
第２条 この法律において「社会福祉事業」とは、第⼀種社会福祉事業及び第⼆種社会福祉事業をいう。
３ 次に掲げる事業を第⼆種社会福祉事業とする。

九 ⽣計困難者のために、無料⼜は低額な料⾦で診療を⾏う事業

【対 象 者】 低所得者、要保護者、ホームレス、ＤＶ被害者、⼈⾝取引被害者等の⽣計困難者

【主な基準】 以下の者の合計患者数（延数）が、取扱総患者数（延数）の１０％以上であること
・ ⽣活保護法による保護を受けている者（⽣活保護患者）
・ 無料⼜は診療費の１０％以上の減額を受けた者（減免患者）

※具体的な減免⽅法（対象者、減免額含む）は、各医療機関が関係機関（都道府県、社協等）との協
議の上決定
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⽣活困窮者⾃⽴⽀援法等の⼀部を改正する法律（令和６年法律第21号）の概要

等

１．居住⽀援の強化のための措置【⽣活困窮者⾃⽴⽀援法、 ⽣活保護法、 社会福祉法】
① 住宅確保が困難な者への⾃治体による居住に関する相談⽀援等を明確化し、⼊居時から⼊居中、そして退居時までの⼀貫した居住⽀

援を強化する。（⽣活困窮者⾃⽴相談⽀援事業、重層的⽀援体制整備事業）
② ⾒守り等の⽀援の実施を⾃治体の努⼒義務とするなど、地域居住⽀援事業等の強化を図り、地域での安定した⽣活を⽀援する。
③ 家賃が低廉な住宅等への転居により安定した⽣活環境が実現するよう、⽣活困窮者住居確保給付⾦の⽀給対象者の範囲を拡⼤する。
④ 無料低額宿泊所に係る事前届出の実効性を確保する⽅策として、無届の疑いがある施設に係る市町村から都道府県への通知の努⼒義

務の規定を設けるとともに、届出義務違反への罰則を設ける。

２．⼦どもの貧困への対応のための措置【⽣活保護法】
① ⽣活保護世帯の⼦ども及び保護者に対し、訪問等により学習・⽣活環境の改善、奨学⾦の活⽤等に関する情報提供や助⾔を⾏うため

の事業を法定化し、⽣活保護世帯の⼦どもの将来的な⾃⽴に向け、早期から⽀援につながる仕組みを整備する。
② ⽣活保護世帯の⼦どもが⾼等学校等を卒業後、就職して⾃⽴する場合に、新⽣活の⽴ち上げ費⽤に充てるための⼀時⾦を⽀給するこ

ととし、⽣活基盤の確⽴に向けた⾃⽴⽀援を図る。

３．⽀援関係機関の連携強化等の措置【⽣活困窮者⾃⽴⽀援法、⽣活保護法】
① 就労準備⽀援、家計改善⽀援の全国的な実施を強化する観点から、⽣活困窮者への家計改善⽀援事業についての国庫補助率の引上げ、

⽣活保護受給者向け事業の法定化等を⾏う。
② ⽣活困窮者に就労準備⽀援・家計改善⽀援・居住⽀援を⾏う事業について、新たに⽣活保護受給者も利⽤できる仕組みを創設し、両

制度の連携を強化する。
③ 多様で複雑な課題を有するケースへの対応⼒強化のため、関係機関間で情報交換や⽀援体制の検討を⾏う会議体の設置（※）を図る。

※ ⽣活困窮者向けの⽀援会議の設置の努⼒義務化や、⽣活保護受給者の⽀援に関する会議体の設置規定の創設など

④ 医療扶助や健康管理⽀援事業について、都道府県が広域的観点からデータ分析等を⾏い、市町村への情報提供を⾏う仕組み（努⼒義
務）を創設し、医療扶助の適正化や健康管理⽀援事業の効果的な実施等を促進する。

単⾝⾼齢者世帯の増加等を踏まえ、住宅確保が困難な者への安定的な居住の確保の⽀援や、⽣活保護世帯の⼦どもへ
の⽀援の充実等を通じて、⽣活困窮者等の⾃⽴の更なる促進を図るため、①居住⽀援の強化のための措置、②⼦どもの
貧困への対応のための措置、③⽀援関係機関の連携強化等の措置を講ずる。

施⾏期⽇

改正の概要

改正の趣旨

令和７年４⽉１⽇（ただし、２②は公布⽇（※）、２①は令和６年10⽉１⽇）※２②は令和６年１⽉１⽇から遡及適⽤する。 26



１．居住⽀援の強化

⽬指す姿①

• ⽣活困窮の相談窓⼝・重層的⽀援体制整備事業におけ
る住まい・⼊居後の⽣活⽀援の相談の明確化

• 居住⽀援協議会の設置促進【住】

改
正
内
容

住まいに関する総合相談窓⼝の設置
• 住まいに関する困りごとの相談に幅広く対応
• 居住⽀援協議会も活⽤しつつ、福祉関係の⽀援や不動産関係

の⽀援につなぐ

⽬指す姿②

• 居住⽀援事業について、地域の実情に応じた必要な⽀援の実施
を努⼒義務化

• ⾒守り⽀援の期間（１年）の柔軟化【省令】
• 居住⽀援法⼈等が緩やかな⾒守り等を⾏う住宅の仕組みを構築。

この住宅について、住宅扶助の代理納付を原則化【住】

改
正
内
容

⾒守り⽀援の強化・サポートを⾏う住宅の新設
• ⽣活困窮者に対する⼊居⽀援・⼊居中の訪問等による⾒守り⽀援等

を、より多くの⾃治体で地域の実情に応じて実施
※⾐⾷住⽀援︓331⾃治体・37%(2021年)、⾒守り⽀援︓54⾃治体・6%(2022年)

• 住宅確保要配慮者への円滑な住宅（⾒守り等を⾏う賃貸住宅）の提
供に向けた環境整備

 住まい確保等に関する相談⽀援から、⼊居時・⼊居中・退居
時の⽀援まで、切れ⽬のない⽀援体制が構築される
住まい確保に困っている者の⾃⽴の促進が図られる

⼤家の不安軽減により円滑な⼊居が実現する

 住宅施策と福祉施策の連携により、安⼼な住まいの確保が図られる

⽬指す姿③

• 住居確保給付⾦を拡充
※転居費⽤の⽀給に当たっては、就職活動を要件としない

改
正
内
容

家賃の低廉な住宅への転居⽀援
• 家賃の低廉な住宅への転居のための初期費⽤（引っ越し代、

礼⾦等）を補助

⽬指す姿④

• 緊急⼀時的な居所確保を⾏う場合の加算創設【予算】
• 無料低額宿泊所の事前届出義務違反の罰則を創設
• 無届の疑いがある無料低額宿泊所を発⾒した場合の市町村から

都道府県への通知（努⼒義務）を創設

改
正
内
容

その他︓良質な住まい等の確保
• 様々な要因により緊急⼀時的な居所確保が必要な者にも、⾐⾷住の

⽀援を実施
• 無料低額宿泊所の事前届出の実効性確保

 年⾦収⼊で暮らす⾼齢者や就労収⼊を増やすことが難しい者
が、低廉な家賃の住宅に引っ越すことが可能となる
家賃負担軽減により⾃⼰の収⼊等の範囲内で住み続けるこ

とができ、⾃⽴の促進が図られる

 緊急時の⽀援の充実、⽣活保護受給者の住まいの質の向上が図られる

（※） 【住】とあるものは、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律等の⼀部を改正する法律（令和６年法律第43号）による。 27



２．⼦どもの貧困への対応

 ⽣活保護受給中の⼦育て世帯に対する⽀援として、⾼校卒業後の⼤学等への進学や、就職、職業訓練の受講等、本⼈の希望を踏まえ
た進路選択に向けた環境の改善を図ることは、貧困の連鎖を防⽌する観点から重要である。

※⽣活保護世帯の⼦どもの⼤学等進学率︓42.4%（2022年）（全世帯︓76.2%）
 ⽣活保護受給中の⼦育て世帯については、将来の進学に向けた意識などの⾯で課題を抱えていることや、保護者も周囲の地域との関

わり合いが少ない傾向があり、必要な情報や⽀援が届きにくい、⽀援の場に来ない等の課題がある。
 貧困の連鎖を防⽌する観点から、⾼卒で安定就労する場合の保護からの⾃⽴を後押しするため、新⽣活⽴ち上げ時の⽀援を⾏う必要。

※⽣活保護世帯の⼦どもの⾼等学校等卒業後就職率︓39.6%（2022年）（全世帯︓15.6%)
※新規学卒者の賃⾦は平均して⾼校約18.12万円、⼤学約22.85万円（いずれも額⾯）

現状と課題

• ⽣活保護受給中の⼦育て世帯に対し、ケースワーカーによる⽀援を補い、訪問等のアウトリーチ型⼿法により学習・⽣活環境の改
善、進路選択や奨学⾦の活⽤等に関する相談・助⾔を⾏うことができるよう、⾃治体の任意事業として法定化。

• ⽣活保護受給世帯の⼦どもが⾼等学校等を卒業後に就職して⾃⽴する際、新⽣活の⽴ち上げ費⽤として⼀時⾦を⽀給。
【⽀給額】⾃宅外30万円 ・⾃宅10万円（保護廃⽌の場合）
※令和６年３⽉卒業⽣にも⽀給できるよう、令和６年１⽉１⽇から遡及適⽤する。

改
正
内
容

本⼈の希望を踏まえた
進路選択の実現

⽀援の場に出て来られず
必要な情報や⽀援が
届きにくい⼦育て世帯

⽀援による⻑期的な効果

⽬指す姿

アウトリーチ（訪問）による⽀援内容
 学習・⽣活環境の改善に向けた働きかけ

 「⼦どもの学習・⽣活⽀援事業 ※」をはじめとする、
⼦ども向けの居場所へのつなぎ

 奨学⾦の活⽤をはじめとする、進路選択に関する情報提供

• ⽣活保護受給世帯の⼦どもが、本⼈の希望を踏まえた選択に基づいて⾼等学校等卒業後に就職する際、新⽣活の⽴ち上げ費⽤に
対する⽀援を⾏うことで、安定した職業に就くことを促進する。

※ 現⾏、⽣活保護受給世帯の⼦どもが⼤学等に進学する際に、⼀時⾦を⽀給している。

（１）⽣活保護受給中の⼦育て世帯へのアウトリーチ事業の法定化

（２）⾼卒就職者の新⽣活⽴ち上げ費⽤の⽀給
※⽣活困窮の⼦育て世帯に、学習⽀援や⽣活習慣等の改善⽀援、

進路選択⽀援等を実施（実施率︓66%（2022年））
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３．⽀援関係機関の連携強化
（１）⽣活困窮者就労準備⽀援事業・家計改善⽀援事業の全国的な実施の推進

家計改善⽀援事業

⾃⽴相談⽀援事業

家計の⾒直しが必要な者に対し、
家計表等を⽤いて、家計を把握し、
家計改善意欲を⾼めるための⽀援
を実施

就労準備⽀援事業

就労に向けた準備が必要な者に対し、
⽇常⽣活・社会⽣活・就労の⾃⽴の
ための訓練を実施

各事業の⼀体的な実施

 ⾃⽴相談⽀援機関による相談対応時や⽀援
計画の策定時に、就労・家計の⽀援員も参
画し、多⾓的に⽀援⽅針を検討

 ⽀援開始後も各事業の⽀援員が緊密に連携
し、⽀援対象者の状態や⽀援の実施状況に
関する情報を共有 等

⽣活困窮者の状態を的確に把握した上で、事業間での相互補完的・連続的な⽀援を⾏うことにより、
確実に⽣活困窮状態からの脱却につなげる

• 家計改善⽀援事業の国庫補助率を２分の１から３分の２に引き上げる。
• 就労準備⽀援事業⼜は家計改善⽀援事業を⾏うに当たっては、⾃⽴相談⽀援事業とこれらの事業を⼀体的に⾏う体制を確保

し、効果的かつ効率的に⾏うものとする。
• ⾃⽴相談⽀援事業を⾏うに当たっては、アウトリーチ・地域住⺠の交流拠点との連携等により、⽣活困窮者の状況把握に努

めるものとする。
• 国は、就労準備⽀援事業・家計改善⽀援事業等の全国実施のための体制整備や⽀援の質の向上を図るための指針（告⽰）を

策定することとする。
• 国は、未実施⾃治体に対する事業実施⽀援を強化。【予算】

改
正
内
容

現状と課題

⽬指す姿

 就労に向けた準備を⽀援する「就労準備⽀援事業」、家計管理を⽀援する「家計改善⽀援事業」は、⽣活困窮者の⾃⽴の促進に成
果をあげてきた。※就労準備⽀援事業実施率︓ 83％ 、家計改善⽀援事業実施率︓86％（2023年度予定）

 ⽣活困窮状態からの脱却には、収⼊・⽀出の両⾯から⽣活を安定させることが必要不可⽋。このため、両事業の全国的な実施を推
進するとともに、地域資源を有効に活⽤し、事業の質の向上を図り、⽀援の体制を充実させていくことが必要。
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３．⽀援関係機関の連携強化等
（２）⽣活困窮者⾃⽴⽀援制度と⽣活保護制度の連携等

 現⾏では、⽣活困窮者向けの事業は⽣活保護受給者を対象としていないため、⽣活保護受給者向けの事業（現状は予算事業で実
施）を⾃治体が実施していない場合には、⽣活保護受給者は就労準備⽀援事業等を利⽤することができない。

※就労準備⽀援事業実施率︓⽣活困窮者向け83％ 、⽣活保護受給者向け40％（2023年度予定）
※家計改善⽀援事業実施率︓⽣活困窮者向け86％ 、⽣活保護受給者向け11％（2023年度予定）

 ⼀⽅の制度から他⽅の制度へ移⾏する者が⼀定数いる中、本⼈への切れ⽬のない連続的な⽀援を⾏うことが課題。

• ⽣活保護受給者向けの就労準備⽀援事業、家計改善⽀援事業、地域居住⽀援事業について、多くの⽣活保護受給者が⽀援
を受けられるようにするため、⾃治体の任意事業として法定化。

• 両制度をまたいだ⽀援の継続性・⼀貫性を確保するため、保護の実施機関（福祉事務所）が必要と認める場合には、⽣活
困窮者向けの就労準備⽀援事業、家計改善⽀援事業、地域居住⽀援事業を⽣活保護受給者が利⽤できることとする。

• ⽣活保護受給者が⽣活困窮者向けの事業に参加する場合でも、保護の実施機関が継続して関与する仕組みとする。

改
正
内
容

現状と課題

⽬指す姿

⽣活保護受給者向け
就労準備⽀援事業

実施なし

⽣活保護受給者

⽣活困窮者向け
就労準備⽀援事業

実施あり

⽣活困窮者

利⽤
制度をまたいだ
利⽤が可能

引き続き同じ
事業を利⽤可能
⇒連続的な⽀援
が可能に

保護から脱却

例えば、同⼀⾃治体内で、

○⽣活困窮者向け事業︓実施あり

○⽣活保護受給者向け事業︓実施なし
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